 (
≪事業所調査≫
)障害福祉サービス等事業所アンケート調査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和２年７月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県地域福祉部障害福祉課
　回答期限：令和２年８月７日（金）
 (
調査の趣旨
日頃から、本県の障害福祉行政にご理解とご協力をいただき、誠にありがとうございます。
　県及び市町村では、障害福祉サービス等の提供体制の計画的な整備を進めるため、３年ごとに障害福祉計画を策定しており、この度、令和３年度から令和５年度までの計画を策定するにあたって、障害福祉サービス等事業所アンケート調査を実施することとしました。
この調査結果につきましては、市町村とも情報を共有し、県及び市町村が今年度策定します第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の資料とするとともに、今後の障害福祉施策の参考とさせていただきたいと考えております。
お忙しいところ誠に申し訳ありませんが、趣旨をご理解の上、ご協力いただけますようお願い申し上げます。
) (
記入にあたっての留意事項
１　本調査は１事業所（施設）につき１調査としています。
　　※多機能型事業所や障害者支援施設等、１事業所（施設）で複数
のサービスの指定を受けている場合においても、サービス毎に
回答はせず、１調査としています。
２　この調査では、設問に指定がない限り、令和２年７月１日現在の
状況をご記入ください
３　この調査結果については、高知県における第６期障害福祉計画及
び第２期障害児福祉計画の策定に活用することとし、集計後、各々の
回答内容が特定できない形での公表を予定しています。
)

問１　貴事業所等で指定を受けているサービスの種類について、定員と利用者数（令和２
年６月分）をご記入ください。
	
	サービスの種類
	定員
	利用者数(実人数)

	１
	居宅介護
	
	

	２
	重度訪問介護
	
	

	３
	同行援護
	
	

	４
	行動援護
	
	

	５
	療養介護
	
	

	６
	生活介護
	
	

	７
	短期入所
	
	

	８
	重度障害者等包括支援
	
	

	９
	自立訓練（機能訓練）
	
	

	10
	自立訓練（生活訓練）
	
	

	11
	就労移行支援
	
	

	12
	就労継続支援Ａ型
	
	

	13
	就労継続支援Ｂ型
	
	

	14
	就労定着支援
	
	

	15
	自立生活援助
	
	

	16
	共同生活援助
	
	

	17
	施設入所支援
	
	

	18
	児童発達支援
	
	

	19
	医療型児童発達支援
	
	

	20
	放課後等デイサービス
	
	

	21
	居宅訪問型児童発達支援
	
	

	22
	保育所等訪問支援
	
	

	23
	福祉型障害児入所支援
	
	

	24
	医療型障害児入所支援
	
	




問２　貴事業所等の所在地の市町村名をご記入ください。

	　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	




問３　貴事業所等の指定事業開始年月をご記入ください。

	　（　　　　　　　）年（　　　　　　　）月
	




問４　貴事業所等の法人格（運営主体）をご記入ください。（当てはまる番号１つに○）

	１　民間企業　　　　　　　　　　　　　　　　６　医療法人
２　社会福祉協議会　　　　　　　　　　　　　７　社団法人・財団法人
３　社会福祉法人（２を除く）　　　　　　　　８　地方自治体（市町村、広域連合）
４　ＮＰＯ（特定非営利活動法人）　　 　　　９　その他（　　　　　　　　　　　　　）
５　協同組合（農協、生協等）




問５　貴事業所等の利用者についてお答えください。
（１）年齢
	年齢
	2歳以下
	3～5歳
	6～11歳
	12～14歳
	15～17歳
	18～19歳
	20～29歳
	30～39歳
	40～49歳
	50～
59歳
	60～64歳
	65～69歳
	70～74歳
	75～79歳
	80歳以上
	小計

	男
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	女
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	小計
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人



（２）平均年齢（小数点第２位を四捨五入）
　　男：　　　　　歳　　　　　女：　　　　　歳

（３）利用・在籍年数
	在所年数
	0.5年未満
	0.5～1年未満
	1～2年未満
	2～3年未満
	3～5年未満
	5～10年未満
	10～15年未満
	15～20年未満
	20～30年未満
	30～40年未満
	40年以上
	小計

	男
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	女
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	小計
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人



（４）障害支援区分
	非該当
	区分１
	区分２
	区分３
	区分４
	区分５
	区分６
	不明・
未判定
	計

	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人



（５）手帳所持状況
①身体障害者手帳
	手帳
所持者数
	手帳記載の障害の内訳　※重複計上可

	
	視覚
	聴覚
	平衡
	音声・言語又は咀嚼
	肢体不自由
	内部障害

	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	手帳記載の総合等級

	
	１級
	２級
	３級
	４級
	５級
	６級

	
	人
	人
	人
	人
	人
	人




②療育手帳
	最重度
（A１）
	重度
（A２）
	中度
（B1）
	軽度
（B2）
	未所持・
不明
	計

	人
	人
	人
	人
	人
	人



③精神障害者保健福祉手帳
	１級
	２級
	３級
	計

	人
	人
	人
	人



（６）重度加算対象者
	「知的」対象者
	「身体」対象者
	計

	人
	人
	人


　（注）加算対象者は下記のとおり。
　　　　　　「知的」：障害支援区分の認定調査項目のうち、12項目の調査等の合計点数が10点以上である
　　　　　　「身体」：以下の①又は②に該当する者
　　　　　　　　　　　①医師の意見書により特別な治療が必要とされる身体障害者
　　　　　　　　　　　②区分６かつ気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理が必要な者又は重症心身障害者

（７）認知症の状況
	医師により認知症と
診断されている人数
	医師以外の家族・支援員等が認知症を疑う人数
	計

	人
	人
	人




問６　貴事業所等の従事者の状況について、正規・非正規職員別にお答えください。
	正規職員

	
	男
	女

	
	～20代
	30代
	40代
	50代
	60代～
	～20代
	30代
	40代
	50代
	60代～

	①施設長・管理者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	②サービス管理(提供)責任者・児童発達支援管理責任者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	直接支援職員
	③保育士
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	④生活支援員・児童指導員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	⑤職業指導員・就労支援員・就労定着支援員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	⑥看護師（准看護師）・保健師
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	⑦その他 ※O.T、S.T、P.T、心理担当職員等
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑧医師（雇用契約のある医師のみ計上）※嘱託医は含めず
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑨管理栄養士
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑩栄養士
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑪調理員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑫送迎運転手
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑬事務員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑭その他職種（　　　　　　　　　　　　　　）
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	非正職員

	
	男
	女

	
	～20代
	30代
	40代
	50代
	60代～
	～20代
	30代
	40代
	50代
	60代～

	①施設長・管理者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	②サービス管理(提供)責任者・児童発達支援管理責任者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	直接支援職員
	③保育士
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	④生活支援員・児童指導員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	⑤職業指導員・就労支援員・就労定着支援員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	⑥看護師（准看護師）・保健師
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	⑦その他 ※O.T、S.T、P.T、心理担当職員等
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑧医師（雇用契約のある医師のみ計上）※嘱託医は含めず
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑨管理栄養士
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑩栄養士
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑪調理員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑫送迎運転手
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑬事務員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑭その他職種（　　　　　　　　　　　　　　）
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人


（注１）職員１名１職種とし、資格ではなく現に従事している仕事（職種）に着目して計上してください
　　　　なお、兼務している職員については、主として従事する仕事（職種）へ計上してください
（注２）休職等をしている方は含めず、代替で勤務している職員等は含めて計上してください


問７　貴事業所等の採用状況についてお答えください。
（１）採用者について当てはまる人数をご記入ください。
	
	採用者

	
	定期採用（4.1採用）
	中途採用

	
	高校生
	専門学校
・大学生
	一般
	高校生
	専門学校
・大学生
	一般

	H30年度
(H30.4.1～H31.3.31)
	全体
	①正職員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	非正規
職員
	②常勤労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	
	③短時間労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	うち直接支援職員
	①正職員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	非正規
職員
	②常勤労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	
	③短時間労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	R1年度
(H31.4.1～
R2.3.31)
	全体
	①正職員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	非正規
職員
	②常勤労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	
	③短時間労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	うち直接支援職員
	①正職員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	非正規
職員
	②常勤労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	
	③短時間労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人


（注）該当職員がいる場合にご記入ください。
　　　常勤労働者：１週の所定労働時間が通常の労働者と同じ者
　　　短時間労働者：１週の所定労働時間が通常の労働者に比べ短い者
（２）上記（１）で回答した採用者（一般）のうち、転職者（採用前１年以内に、別の障害福祉事業所等で働いていたことのある方）の人数をご記入ください。
	定期採用：H30年度（　　  　）人　、　R1（　　　　）人
中途採用：H30年度（　　  　）人　、　R1（　　　　）人



（３）上記（１）で回答した職員の採用経路をご記入ください。（主たる番号３つまで○）
	1　高校・専門学校・大学　　　　　　　　　　　　　６　福祉人材センター・バンク
２　ハローワーク　　　　　　　　　　　　　　　　　７　新聞広告・求人情報誌
３　インターネットの求人サイト　　　　　　　　　　８　法人のホームページ
４　インターンシップ、実習、職場体験の受け入れ　　９　職員の知人等を通じて
５　人材派遣会社　　　　　　　　　　　　　　　   10　その他（　　　　　　　　　　）



問８　貴事業所等の離職状況についてお答えください。
	　
	左の離職者の　勤務年数・資格の有無

	
	１年未満
	１年以上３年未満
	3年以上10年未満
	10年以上

	
	無資格者
	有資格者
	無資格者
	有資格者
	無資格者
	有資格者
	無資格者
	有資格者

	H30年度
(H30.4.1～H31.3.31)
	全体
	①正規職員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	非正規
職員
	②常勤労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	
	③短時間労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	うち
直接
支援
職員
	①正規職員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	非正規
職員
	②常勤労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	
	③短時間労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	R1年度
(H31.4.1～
R2.3.31)
	全体
	①正規職員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	非正規
職員
	②常勤労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	
	③短時間労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	うち
直接
支援
職員
	①正規職員
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	非正規
職員
	②常勤労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	
	③短時間労働者
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人


（１）離職者について当てはまる人数をご記入ください。
（注１）「離職者」とは、調査対象期間中に事業所を退職したり、解雇された者をいい、他企業への出向者・出向
復帰者を含み、同一企業内での転出入者を除きます。また、定年退職者は除きます。
（注２）該当職員がいる場合にご記入ください。
　　　　　常勤労働者：１週の所定労働時間が通常の労働者と同じ者
　　　　　短時間労働者：１週の所定労働時間が通常の労働者に比べ短い者
（注３）「有資格」には、介護系（①介護職員初任者研修　②実務者研修　③介護福祉士）、福祉系（①社会福祉主
事　②社会福祉士　③精神保健福祉士　④臨床心理士　⑤公認心理士　⑥相談支援専門員　⑦ガイドヘル
パー　⑧行動援護従業者養成研修　⑨同行援護従業者養成研修　⑩強度行動障害者支援者養成研修　
⑪サービス管理責任者　⑫児童発達支援管理責任者　⑬職場適用援助者（ジョブコーチ）　⑭保育士　
⑮医療的ケア児等支援者養成研修）、医療・機能訓練・栄養関連（①看護師　②准看護師　③理学療法士　
④作業療法士　⑤言語聴覚士　⑥栄養士・管理栄養士）を指します。
（２）前述（１）で回答した離職者について、主な離職理由についてお答えください。
（年数区分それぞれに当てはまるものを３つまで○）
	
	１年未満
	１年以上
３年未満
	３年以上
10年未満
	10年
以上

	① 結婚・出産・育児のため
	
	
	
	

	② 心身の不調（腰痛を除く）、高齢
	
	
	
	

	③ 腰痛
	
	
	
	

	④ 家族等の介護や看護、転職・転居
	
	
	
	

	⑤ キャリアアップのための転職
	
	
	
	

	⑥ 起業・開業
	
	
	
	

	⑦ 法人・事業所の理念や運営との不一致
	
	
	
	

	⑧ 職場の人間関係の問題
	
	
	
	

	⑨ 労働時間・休日・勤務体制の問題
	
	
	
	

	⑩ 収入の問題
	
	
	
	

	⑪ 人員整理、勧奨退職、事業不振等の
   事業所側の理由
	
	
	
	

	⑫ その他（　　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	




問９　貴事業所等における人材確保に関する考えについてお答えください。
（１）従業員の職種別の充足状況についてお答えください。（それぞれ当てはまるものに〇）
	
	大いに
不足
	不足
	やや
不足
	適当
	当該職種はいない

	① サービス管理（提供）責任者・
　 児童発達支援管理責任者
	
	
	
	
	

	② 直接支援職員（うち正規職員）
	
	
	
	
	

	③ 　　〃　　　（うち非正規職員）
	
	
	
	
	

	④ 保育士
	
	
	
	
	

	⑤ 看護師（准看護師）・保健師
	
	
	
	
	

	⑥ 管理栄養士
	
	
	
	
	

	⑦ 栄養士
	
	
	
	
	

	⑧ 調理員
	
	
	
	
	

	⑨ 全体でみた場合
	
	
	
	
	


（注１）資格所有者ではなく、その仕事（職種）に就く者について記入してください。
（注２）不足とは募集をする必要がある状態をいいます

（２）不足している理由についてお答えください。（当てはまる番号全てに○）
	１　離職率が高い
２　採用が困難である
３　事業を拡大したいが人材が確保できない
４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	


（３）問９（２）で、「２　採用が困難である」と回答した事業所のみお答えください。
　理由は何にあるとお考えですか。（主たる番号３つまで〇）
	1　賃金が低い　　　　　　　　5　休みが取りにくい　　8　キャリアアップの機会が不十分
2　仕事がきつい（精神的）　　6　労働時間が長い　　　9  雇用が不安定
3　仕事がきつい（身体的）　　７　夜勤が多い　　　　10　その他（　　　　　　　  　 ）
４　社会的評価が低い



（４）従業員が不足し、充足しない場合はどのように対応していますか。
（当てはまる番号１つに○）
	1　職員配置基準を守るため、サービス利用者を減らしている
2　法人内の他事業所から配置転換している
3　人材派遣会社に職員派遣を依頼している
4　特に対応していない
5　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）
	



（５）福祉人材の安定的な確保・定着促進に向けて、さらにどのような取組みを充実させ
る必要があるとお考えですか。（主たる番号３つまで〇）
	１　賃金アップを中心とする処遇改善
２　キャリアパス制度の導入
３　資格取得費用にかかる個人負担の軽減
４　福祉機器の導入などによる身体的負担の軽減
５　ＩＣＴの導入・活用による業務の効率化
６　有休休暇の取得促進や福利厚生面の整備などによる雇用管理改善
７　仕事に対するやりがいを高める研修機会・内容の充実
８　復職希望者への支援、研修や情報の提供
９　優良な取組みを行った事業所や職員の表彰
10　福祉未経験者に対する研修等の実施
11　福祉の仕事への理解促進（広報活動）
12　新任職員の育成に対するエルダー、メンター制度の導入
13　子育て支援（事業所内保育所の設置、育休中の代替職員派遣等）
14　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	



（６）中高年齢者（50歳以上の者）の採用について、どのようにお考えですか。
（各年齢層別に、当てはまるもの１つに○）
	
	既に採用
している
	積極的に
採用したい
	採用してもよい
	採用したくない
	わからない

	① 50歳～5４歳
	
	
	
	
	

	② 5５歳～59歳
	
	
	
	
	

	③ 6０歳～64歳
	
	
	
	
	

	④ ６５歳以上
	
	
	
	
	


（注）「１　既に採用している」は採用時の年齢が各年齢層に該当する場合に選択してください。
（７）問９（６）で「既に採用している」と回答した事業所のみ、お答えください。担っていただいている業務は何ですか。（各年齢層別に、当てはまるもの１つに○）
	
	身体介護を含まない業務
	身体介護を含めた業務
	その他（　　　　　　）

	① 50歳～5４歳
	
	
	

	② 5５歳～59歳
	
	
	

	③ 6０歳～64歳
	
	
	

	④ ６５歳以上
	
	
	



（８）問９（６）で「積極的に採用したい」又は「採用してもよい」と回答した事業所のみお答えください。採用する場合に担っていただきたい業務は何ですか。（各年齢層別に、当てはまるに○）
	
	身体介護を含まない業務
	身体介護を含めた業務
	その他（　　　　　　）

	① 50歳～5４歳
	
	
	

	② 5５歳～59歳
	
	
	

	③ 6０歳～64歳
	
	
	

	④ ６５歳以上
	
	
	



（９）職員の早期離職防止や定着促進を図るために主にどのような方策をとっています
か。（当てはまる番号全てに○）
	１　賃金・労働時間等の労働条件（休暇を取りやすくすることも含む）を改善している
２　能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映している
３　職員の仕事内容と必要な能力等を明示している
４　キャリアに応じた給与体系を整備している
５　定期昇給の制度がある
６　昇任・昇格の制度を設けている
７　非正規職員から正職員への転換の機会を設けている
８　新人の指導担当・アドバイザーを置いている
９　能力開発を充実させている（社内研修の実施。社外講習会の受講・支援等）
10　労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている
11　仕事内容の希望を聞いている（持ち場の異動など）
12　悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている（メンタルヘルスケア）
13　健康対策や健康管理に力を入れている
14　職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている(定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等)
15　経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する機会を設けている
16　働きやすい職場環境づくりに力を入れている（業務改善や効率化等）
17　福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている(カラオケ、ボーリングなどの同好会、親睦会等の実施を含む)
18　職場環境を整えている（休憩室、談話室、出社時に座れる椅子の確保等）
19　子育て支援を行っている（子ども預かり所の設置や保育費の支援などの実施）
20　離職理由を分析し、早期離職防止や定着促進のための方策に役立てている
21　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
22　特に方策はとっていない


	
	正職員
	非正規職員

	全体
	番号
	番号

	うち、直接支援員
	番号
	番号


（10）早期離職防止や定着促進に最も効果があった方策はどれですか。上記（９）で○を付けた中から、それぞれ１つ番号をご記入ください。

（11）人材育成のために行っている取組みについて、当てはまるもの全てに○をつけてく
ださい。
	
	正職員
	非正規職員

	教育・研修計画を立てている
	
	

	教育・研修の担当者、若しくは担当部署を決めている
	
	

	採用時の教育・研修を充実させている
	
	

	エルダー・メンター制度等を導入している
	
	

	能力の向上が認められた者は、配置や処遇に反映している
	
	

	法人全体（関係会社を含む）で連携して育成に取り組んでいる
	
	

	地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して育成に取り組んでいる
	
	

	資格取得の経費を負担している
	
	

	資格取得に関する活動を職務扱い（出張扱い）としている
	
	

	研修の経費を負担している
	
	

	研修に関する活動を職務扱い（出張扱い）としている
	
	

	研修の開催を知らせている
	
	

	その他（　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	いずれも行っていない
	
	



（12）従業員の社外研修・講習会の受講に対する意向と現状についてお答えください。
（①②それぞれ、当てはまる番号１つに○）

	①　意向は
	１　積極的に受講させたい
２　必要に応じて受講させたい
３　あまり受講させたくない

	②　現状は
	１　積極的に受講している
２　必要に応じて受講している
３　あまり受講していない


（13）従業員の社外研修・講習会の受講にあたって、課題となっていることは何ですか。
（主たる番号３つまで○）

	１　人材不足で参加させることが難しい
２　経営上、参加費・受講料の負担が難しい
３　研修・講習会が実施される会場が遠い
４　職員が資格を取得しても処遇に反映できない
５　研修・講習会の内容が期待する内容ではない
６　特に問題はない
７  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	



（14）高知県福祉研修センター（社会福祉法人高知県社会福祉協議会）で実施されている研修をどのように活用していますか。（あてはまる番号１つに○）

	１  計画的な人材育成のために活用している
２  必要に応じて活用している
３  あまり活用していない
４  高知県福祉研修センターで実施される研修内容を知らない
	



（15）今後、社外研修・講習会として期待する内容にはどのようなものがありますか。従業員の対象ごとに、下欄から３つ選んで番号をご記入ください。

	対象
	回答欄（３つ）

	①　初任者・新任職員（概ね1年未満）
	
	
	

	②　中堅職員（概ね３年以上）
	
	
	

	③　指導職員・リーダー
	
	
	

	④　施設長・管理者
	
	
	



	１　基礎的な介護技術・知識　　　　　　　　　　　　　
２　障害福祉制度や関係法令
　３　安全対策（事故時の応急措置等）、リスクマネジメント
　４　感染症対策
　５　接遇・マナー
６　情報共有、記録・報告方法
　７　コンプライアンス・プライバシー保護
　８　事例検討
　９　資格取得のための研修
10　ノーリフティングケアや腰痛予防、従業員の就業環境の改善
11　虐待防止、不適切ケアの防止
12　障害特性に応じた支援
13　経営全般、人事管理、マネジメント
14　職員の指導方法、OJT、コーチング
15　事業所の指定要件、介護報酬・加算
16　ハラスメント防止対策



（16）現在就業中の直接処遇職員の平均月給（令和２年６月分）をご記入ください。
	
	平均月給（令和２年６月分）

	正職員
	円

	非正規職員
	円


（注１）直接処遇職員については、問６の直接処遇職員の欄にご記載いただいた者を指します。
（注２）１ヶ月分として実際に支給した税込賃金額です。（賞与は除き、残業・休日出勤手当・交通費・役職手当
等、毎月決まって支給される金額を含めます。）

（17）「処遇改善加算」の算定についてご記入ください。また、算定している場合は、
該当する加算区分に〇をつけてください。

	１　算定している　　　　２　算定していない　　　　３　今後算定する予定



加算区分は
	１　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ　　　５　加算Ⅴ



（18）問９（17）で「２　算定していない」と回答した事業所のみ、お答えください。
　　　算定する予定がない理由をお答えください。
	１　制度を十分に理解できていない
　２　賃金体系や昇級の仕組み、研修体系など定められた条件を整備できない
　３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（19）「特定処遇改善」の算定についてご記入ください。また、算定している場合は、
該当する加算区分に〇をつけてください。

	[bookmark: _GoBack]１　算定している　　　　２　算定していない　　　　３　今後算定する予定



加算区分は
	１　特定加算Ⅰ　　　２　特定加算Ⅱ　　　３　区分なし



（20）非正規職員で採用した者の正職員への登用について、当てはまるものに〇をつけて
　　ください。
	１　一定の勤務年数に到達した辞典で正職員への登用をしている
　　　→　当てはまる場合は一定の勤務年数について右にご記入ください：（　　　　）年
　２　勤務年数に限らず、人事考課結果等を考慮して正職員への登用をしている
　３　正職員への登用はしていない
　４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（21）貴事業所では、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用による業務の効率化やペーパーレス化など、従業員の業務負担の軽減に取り組んでいますか。（当てはまる番号１つに○）
	１　取り組んでいる（取組内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　
２　取り組んでいない　　　　　　　　　３　今後予定している



どのような効果がありましたか（当てはまる番号全てに〇）
	１　従業員の事務作業の時間が減った　　４　効果はみられない
２　記録と伝達がスムーズになった　　　５　その他（　　　　　　　　　　　　）
３　経費の削減につながった　　



問10　「福祉・介護事業所認証評価制度」の認証取得に取り組む予定はありますか。
（当てはまる番号１つに○）
	１　取得している　　　　　４　取り組む予定はない（理由：　　　　　　　　　　　　　　）
２　取り組む予定である　　５　制度を知らない
３　予定はないが興味がある


（注）「福祉・介護事業所認証評価制度」とは、職員の離職防止や定着促進を図るため、良好な職場環境の整備に取り組む介護事業所を県が認証するとともに、認証取得に向けた事業所の主体的な取組みをサポートする制度です（令和２年度から障害福祉サービス事業等も対象となるよう拡充されました）。

問11　今後（令和３年度～令和５年度）の事業規模に関する考えについて、当てはまるものに〇をつけてください。
	１　維持
　２　拡大　→　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　３　縮小　→　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（注）「２　拡大」「３　縮小」を選択した場合には、その内容を（）内にご記入ください。
　　　※例：定員規模を○○名に拡大（縮小）する意向がある
　　
問12　障害福祉現場の状況や要望などご意見がありましたら、ご記入ください。











質問は、以上です。ありがとうございました。
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